
水稲直播栽培における雑草イネ・漏生イネの防除体系の確立と実用化
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本研究では、直播栽培でも利用可能な雑草イネ・漏生イネの防除技術について、生産者が利用可能な防
除体系としてとりまとめることを目的とする。このため、有用除草剤の選抜・活用や非作付け期間の種子死滅
技術をもとに直播栽培体系における雑草イネ・漏生イネ防除体系を構築・実証し、発生圃場の広域検出技術
も含めた防除マニュアルを作成してインターネットを通じて直接生産者に届けるシステムを構築することを達
成目標とする。

① 実証した直播栽培における雑草イネ防除体系は防除経費の高さが課題となることから、手取り除草経費
および労力軽減の観点で技術導入を図る必要があり、今後は経費低減化が課題となる。

② 直播栽培の防除体系では、播種した品種と同時に出芽する雑草イネ個体の防除が課題として残ることか
ら、栽培水稲の出芽時における防除技術の開発が課題となる。

① 直播栽培において雑草イネ防除体系を2種類検証し、 いずれも試験前年の10%以下に雑草イネを抑制
することを明らかにした。

② 直播栽培において漏生イネ防除体系を2種類検証し、 一方の体系では埋土種子比0.04%以下に抑制す
ることを明らかにした。

③ ドローンと自動飛行制御アプリを使い、 既存の方法に比較して40倍以上の効率で雑草イネ・漏生イネの
発生圃場を検出する技術を開発した。

④ 雑草イネ・漏生イネに関する情報を集めたウェブサイトを作成し、本事業の成果等をもとに「雑草イネ・漏
生イネ防除技術マニュアル」を作成し、同サイトに掲載した。
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① 雑草イネ・漏生イネの防除を進め、直播栽培および多用途米品種の普及にむけた障害が解消される。

② 低コスト直播栽培や新規需要米生産が全国規模で普及すると、国内で生産された安全・安心で安価な主
食米、米加工製品やそれらを給与した畜産品を国民に提供することができ、自給率も向上する。
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１ 研究の目的・終了時達成目標

２ 研究の主要な成果

３ 開発した技術･成果の実用化・普及の実績及び今後の展開

４ 開発した技術・成果が普及することによる波及効果及び国民生活への貢献

公表した主な特許・品種・論文

・ 「雑草イネ・漏生イネ防除技術マニュアル」
http://www.naro.affrc.go.jp/publicity_report/publication/pamphlet/tech-pamph/129066.html
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【今後の開発・普及目標】
① 2年後（2020年度）は、石灰窒素の農薬登録拡大（水田刈跡への拡大）をうけ、防除成功事例が出始める

ことが期待される。
② 5年後（2023年度）は、本防除体系によって直播栽培および飼料用米品種の作付け面積が順調に伸びた

場合、その1%に寄与するとして約1億円の水稲生産コスト削減に貢献することが期待される。
③ 最終的に、雑草イネ・漏生イネの防除・根絶を進め、約2億円の水稲生産コスト削減への貢献を目指す。



問い合わせ先：農研機構中央農業研究センター広報チーム TEL 029-838-8481
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研究終了時の達成目標

研究の主要な成果

実用化・普及することによる波及効果及び国民生活への貢献

雑草イネ・漏生イネ防除体系を構築・実証し、発生圃場の広域検出技術も含めた防除マ
ニュアルを作成してインターネットを通じて直接生産者に届けるシステムを構築する。

今後の展開方向

現地実証試験で確認された防除体系の効果と除草経費の試算

ドローンを用いた広域調査法

田畑輪換

耕起・不耕起 有効除草剤

遅植え・遅まき

石灰窒素

蒸気処理

基本技術

追加技術

各技術の効果変動要因の解析

「雑草イネ・漏生イネ防除技術マニュアル」

・詳細版をHPで公開

・簡易版パンフレットを印刷・配布

・防除経費の高さが課題→手取り除草の「経費」「労力」軽減の観点で技術導入を図る。

・経費の低減化、および栽培水稲出芽時の防除技術の開発が必要。

・直播栽培および多用途米品種栽培の障害となる雑草イネ・漏生イネの徹底防除が進む。

→低コスト直播栽培と新規需要米生産の普及。

→国内産の安全・安心・安価な主食米、および国内産飼料米を給与した畜産品を広く国民に提供。
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